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平成１６年６月１０日�

京都市東山区福稲上高松町１１番地�
�

取締役社長　 太　田　勝　也�

第132回定時株主総会招集ご通知�
�
拝啓　ますますご清栄のこととお喜び申しあげます。�
　さて、当社第１３２回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席ください
ますようご通知申しあげます。�
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、
お手数ながら後記の参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権行使書用紙に議案に 
対する賛否をご表示いただき、ご押印のうえ、折り返しご送付くださいますようお願い申し
あげます。�

敬　具�
記�

１．日　　　時　　　平成１６年６月２９日（火曜日）午前１０時�
２．場　　　所　　　京都市東山区福稲上高松町１１番地�

株式会社　松　風　（本社　厚生館）�
３．会議の目的事項�
　　　報告事項　　　第１３２期　　　　　　　　　　　　　営業報告書、貸借対照表及び�

�
損益計算書報告の件�

決議事項　�
第１号議案　第１３２期利益処分案承認の件�
第２号議案　定款一部変更の件�

議案の要領は、後記の「議決権の行使についての参考書類」（１８頁
から１９頁）に記載のとおりであります。�

第３号議案　取締役１２名選任の件�
第４号議案　監査役２名選任の件�
第５号議案　故取締役松風嘉定氏に対し弔慰金及び退職慰労金並びに退任監査役

に対する退職慰労金贈呈の件�
以　上�

�
　�
　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください 
ますようお願い申しあげます。�

株 主 各 位 �

（　　　　）�平成１５年４月１日から�
平成１６年３月３１日まで�
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（　　　　 ）�

（添付書類）�

営　業　報　告　書�

�
�
�
Ⅰ.　営業の概況�
（1）営業の経過及び成果�
　当期の我が国経済は、製造業を中心とした輸出や設備投資に回復の兆しが見えはじめま
したものの、デフレ基調を払拭するまでには至らず、景気回復の確かな足取りが確認でき
ないまま推移いたしました。�
　当歯科業界におきましては、こうした不安定な経済環境の影響を受けるとともに、期後半
より医療費の本人３割負担の影響が顕著に現われ、ますます厳しい経営環境下にありまし
た。�
　このような厳しい業界を取り巻く経営環境のなかにあって、当社は、新製品開発に注力
するとともに、品質競争力、価格競争力、マーケティング力を高めることにより、さらな
る収益力や成長力を持続しうる企業体質づくりに努めてまいりました。�
　また、生産体制のより一層の合理化及びフレキシブルな生産体制の確立を可能とする期
待の新生産システムの構築を進めてまいりました。�
　一方、海外におきましては、中国での生産・販売拠点確保に向けた準備を進めておりま
す。�
　さらに、本社・工場部門に続き、昨年６月には支社及び各営業所を含めた、松風全社に
おいて、環境管理システムＩＳＯ１４００１を認証取得いたしました。�
　営業面におきましては、操作性と審美性を重視した歯科用常温重合レジン「プロビナイ
ス」、シンプルな操作方法で自然観あふれる色調が再現でき、高い強度を有するハイブリ
ッドタイプ前臼歯対応歯冠用硬質レジン「セラマージュ」や歯科専用にカスタマイズした
歯科用デジタルカメラ「アイスペシャル」等を新たに市場投入いたしました。�
　こうした果敢な挑戦にもかかわらず、医療費の本人３割負担の影響を避けられず、国内
売上高は、１０９億５９百万円と前期に比べ、１億５１百万円（１．４％）減少いたしました。�
　一方、輸出につきましては、欧州地域では最高級人工歯「ベラシア」、アジア地域では
研削材の販売に注力する等、グローバル化を積極的に推し進めてまいりました結果、欧州
地域における円安の影響もあり、海外売上高は１７億４百万円と前期に比べ１億円（６．３％）
増加いたしました。�
　国内・海外を合わせた当期の売上高合計は、海外での売上げ増加にもかかわらず、国内
歯科市場の低迷により、１２６億６４百万円と前期に比べ、５０百万円（０．４％）減少いたしま
した。�

平成１５年４月１日から�
平成１６年３月３１日まで�
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　損益状況につきましては、国内売上げの減少により、営業利益は、７億９百万円と前期
に比べ、１億５百万円（１３．０％）の減少となりました。�
　経常利益につきましては、前期に比べ受取配当金の増加や金型費用の減少という増益要
因がありましたものの、営業利益の減少により、６億６９百万円と前期に比べ５１百万円
（７．２％）の減少となりました。�
　当期純利益は、前期にあった保有株式の減損処理が発生しなかったこともあり、４億４５
百万円と前期に比べ、２億２３百万円（１００．９％）の大幅な増益となりました。�
　なお、当社株式の流動性を高めるとともに、株主各位への利益還元を図るべく、当社株
式１株につき１．５株の割合をもって、平成１６年３月３１日を基準日とする株式分割を５月２０
日付で実施することを決議いたしました。�
�
（2）品種別営業の状況�
　化工品類は、「プロビナイス」「セラマージュ」の市場投入により増加いたしましたが、
人工歯類、セメント類等は、医療費の本人３割負担の影響に加え、国内の厳しい競争の中
で売上げが減少いたしました。�
　その結果、売上げ全体としては前期に比べ減少いたしました。�

品種別売上高�

年　度�
分　類�

人　工　歯　類�
研　削　材　類�
金　　属　　類�
化　工　品　類�
セメント類他�
機械器具その他

計�

（3）設備投資及び資金調達の状況�
　当期中に実施いたしました設備投資は、２億３６百万円であります。その主なもの
は、新生産システムのソフトウェア、機械装置、金型等の取得等であります。�
　これらの設備投資に必要な資金は、すべて自己資金で賄いました。�

２，７３４，８６０�
２，９０７，５６１�
５９８，９６０�
２，３５４，１０９�
１，１２２，８８８�
２，９９６，３３１�
１２，７１４，７１１�

２１．５�
２２．９�
４．７�
１８．５�
８．８�
２３．６�
１００.０�

２，６４９，７４４�
２，９０６，７３１�
４９７，６９８�
２，４５１，８７８�
１，１１８，１８５�
３，０４０，０５９�
１２，６６４，２９６�

２０．９�
２３．０�
３．９�
１９．４�
８．８�
２４．０�
１００．０�

△３．１�
△０．０�
△１６．９�
４．２�
△０．４�
１．５�
△０．４�

金　額（千円）�構成比（％）�金　額（千円）�構成比（％）�前期比増減（％）�
第１３２期（当期）�第１３１期（前期）�
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（5）会社が対処すべき課題�

　今後の経済情勢につきましては、緩やかな景気回復の動きにより明るさも見え始めてま
いりましたものの、当面は一進一退の状況が続くものと思われます。�
　当業界におきましても、こうした不透明な経済状況の中で、医療保険制度の改定に伴う
医療費の本人３割負担等の影響が当面は続くものと予想され、ますます厳しい状況になる
ものと思われます。�
　このような状況の下で当社は、さらなる新製品開発に注力するとともに、既存の主力製
品の販売を強化する一方、アジア地域での生産拠点を見直すことにより、工場の再編成を
実施してまいります。�
　株主のみなさまにおかれましては、今後とも一層のご支援を賜りますようお願い申しあ
げます。�

（注）①第１３２期（当期）から、「商法施行規則の一部を改正する省令（平成１５年２月２８日法務省令第７号）」
による改正後の商法施行規則の規定に基づいて計算書類を作成しております。このため、従来の「当
期利益」、「１株当たり当期利益」は、それぞれ「当期純利益」、「１株当たり当期純利益」として表
示しております。�
②１株当たり当期純利益については以下のとおりであります。�
第１３０期から自己株式を資本に対する控除項目としており、また、１株当たり当期純利益は発行済
株式総数から自己株式数を控除して計算しております。�
第１３１期から１株当たり当期純利益の算定にあたっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」
（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基
準適用指針第４号）を適用しております。�

売 上 高 �
経 常 利 益 �
当期 純 利 益 �
１株当たり当期純利益�
総 資 産 �
純 資 産 �

（4）営業の成績及び財産の状況の推移�

期　別�

区　分�

（千円）
（千円）
（千円）�

（千円）
（千円）�

� � �平成１２年４月１日から�

平成１３年３月３１日まで�

１２，５９９，４５６�
８３７，７４１�
３８７，４２９�
３６円６銭�

２０，７２５，５３１�
１５，０２１，７８２�

第１２９期�

１２，４１５，７３７�
７５０，４４４�
２９４，５１９�
２７円４２銭�
２０，０４３，７１０�
１５，０７４，３８９�

第１３０期�

１２，７１４，７１１�
７２１，１４８�
２２１，９３１�
２０円７７銭�
１９，８５２，０１６�
１４，９７５，６４８�

第１３１期�

１２，６６４，２９６�
６６９，３５７�
４４５，９１８�
３８円７６銭�
２０，２６４，６８１�
１５，７４７，２４６�

第１３２期（当期）�
平成１３年４月１日から�

平成１４年３月３１日まで�

平成１４年４月１日から�

平成１５年３月３１日まで�

平成１５年４月１日から�

平成１６年３月３１日まで�
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Ⅱ .　会社の概況（平成16年 3月31日現在）�
�

（1）主要な事業内容�

　当社は、歯科材料及び歯科用機器の製造・販売を主な事業としており、主要製品は次の

とおりであります。�

（2）営業所及び工場�

本　　　社　　　京都市東山区福稲上高松町11番地�
支　　　社　　　東 京 支 社　（東京都文京区）�
営　業　所　　　札幌営業所　（札幌市中央区）�

仙台営業所　（仙台市宮城野区）�
名古屋営業所　（名古屋市名東区）�
大阪営業所　（大阪市中央区）�
福岡営業所　（福岡市博多区）�

工　　　場　　　京都本社工場　（京都市東山区）�
�

（3）株式の状況�
①　会社が発行する株式の総数　　　２２，０００，０００株�
②　発行済株式総数　　　　　　　　１０，７４２，７２６株�
（注）平成１６年３月３１日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主の

所有株式数を、１株につき１．５株の割合をもって分割し、平成１６年５月２０日に
５，３７１，３６３株を新たに発行いたしました。�

③　議決権総数　　　　　　　　　　　　１０，３５４個�
④　株主数　　　　　　　　　　　　　　 １，６７７名（前期末比１９３名減）�

品　種　別�
人 工 歯 類 �
研 削 材 類 �
金 属 類 �
化 工 品 類  �
セメント類他�

機械器具その他�

主　　　要　　　製　　　品�
陶歯、歯科用陶材、硬質レジン歯�
歯科用研削材、歯科用研磨材�
歯科用金属�
歯科用合成樹脂、歯科用印象材、歯科用ワックス�
歯科用セメント、歯科用石膏、歯科用耐火埋没材�
歯科用機器、歯内療法用器具、歯科用矯正材料、変色歯漂白剤、
感染予防製品�



－６－�

モルガン・スタンレー アンド�
カン パ ニ ー イン ク�
株 式 会 社 京 都 銀 行 �
日本生命保険相互会社�
ザ チェース マンハッタン�
バンク エヌエイ ロンドン�
株 式 会 社 滋 賀 銀 行 �
松 風 愼 一 �
松 風 定 二 �
松 風 社 員 持 株 会 �
住友信託銀行株式会社 �
日新火災海上保険株式会社�

７４１�

５１０�
４７８�

４３７�

４０１�
３８６�
３１１�
３０７�
２４３�
２２６�

７．１５�

４．９３�
４．６２�

４．２２�

３．８７�
３．７３�
３．００�
２．９７�
２．３５�
２．１８�

－�

２８７�
－�

－�

４９１�
－�
－�
－�
１７７�
５０�

－�

０.０８�
－�

－�

０．１８�
－�
－�
－�
０.０１�
０．０３�

（4）自己株式の取得、処分等及び保有�

１．取得株式�
普通株式　　　　　　　　 １０，５１８株�
取得価額の総額　　　　９，８５１，７６６円�

２．処分株式�
普通株式　　　　　　　　　１，８４９株�
処分価額の総額　　　　１，５７７，０５１円�

３．失効手続をした株式�
該当事項はありません。�

４．決算期における保有株式�
普通株式　　　　　　　　１７９，６９９株�

株 主 名�
当社への出資状況 当社の大株主への出資状況�

持株数（千株）�議決権比率（％）�持株数（千株）�議決権比率（％）�

⑤　大株主�
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ショウフウ・デンタル・コーポレーション�

株式会社　滋 賀 松 風�

ショウフウ・デンタル・ゲーエムベーハー�

アドバンスド・ヘルスケア・リミテッド�

株式会社　昭　　　研�

株式会社　プロメック�

８４千米ドル�
�

１５２，０００千円�
�

１，０００千ユーロ�
�

１，２４０千英ポンド�
�

２４，０００千円�
�

１００，０００千円�

当社販売品目のアメリカ・
カナダ等における販売�

当社販売品目のうち、�
人工歯等の製造�

当社販売品目のヨーロッパ�
における販売�

化学製品の研究開発及び
製造�

歯科材料（ゴム製研磨材）
の製造�

医療用機械器具及び美容器具
等の製造、販売並びに輸出入�

（6） 企業結合の状況�
①　重要な子会社の状況�

１００.０％�

１００.０％�

１００.０％�

１００.０％�

５２.１％�

１００.０％�

（注）上記の従業員数には、使用人兼務取締役（５名）、シンガポール分室（８名）、上海代表処
（１名）、北京代表処（３名）、嘱託（２名）、臨時従業員（４９名）、出向者（４名）は含ん
でおりません。�

②　企業結合の成果�
　上記の重要な子会社６社を含む子会社は７社であり、すべて連結対象子会社としてお
ります。�
　また、関連会社は１社であり、持分法適用会社であります。�
　当期の連結売上高は１４１億４１百万円、前期対比１億７３百万円（１．２％）の減少となり、
連結当期利益は６億３２百万円、前期対比３億１百万円（９０．９％）の増益となりました。�

（5）従業員の状況�

従業員数（名）� 平均年齢（歳）� 平均勤続年数（年）�

当社の議決権比率�

前期末比増減 区　分�

会　　社　　名� 資  本  金� 主要な事業内容�

男�
女�
計�

３１９�
９８�
４１７�

３名減�
５名減�
８名減�

４３．２４�
４１．９３�
４２．９３�

１９．７８�
２１．５５�
２０．１９�
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　地 位　�
取締役名誉会長�
取 締 役 会 長 �
取 締 役 社 長 �
専 務 取 締 役 �
常 務 取 締 役 �
常 務 取 締 役 �
常 務 取 締 役 �
取 締 役 �
取 締 役 �
取 締 役 �
取 締 役 �
取 締 役 �
常 勤 監 査 役 �
監 査 役 �
監 査 役 �
監 査 役 �

担当又は主な職業�
�
�
�
営業本部長兼マーケティング部長�
国際本部長兼国際部長�
開発・技術・生産本部長�
管理本部長�
技術部長兼特別プロジェクト担当�
研究開発部担当部長（企画管理）�
生産部長�
営業部長�
研究開発部長�
�
�
公認会計士�

（注）１．＊は代表取締役であります。�
２．監査役信本暹、西田憲司の両氏は、「株式会社の監査等に関する商法の特例に関

する法律」第１８条第１項に定める社外監査役であります。�
３．当期中の取締役の異動�
（１）平成１５年６月２６日開催の第１３１回定時株主総会において、坂本壽秀、西田

喜直、根來紀行氏は取締役に選任され、就任いたしました。�
（２）平成１５年６月２６日開催の第１３１回定時株主総会集結の時をもって、和田徹

氏は、任期満了により取締役を退任いたしました。�
４．取締役松風嘉定氏は、平成１６年４月１日逝去いたしました。�

（8）取締役及び監査役の氏名、担当又は主な職業�

＊�
＊�

株式会社　京 都 銀 行�
株式会社　三井住友銀行�

借　入　先� 借入額（百万円）�
持株数（千株）� 議決権比率（％）�

借入先が所有する当社の株式�

（7）主要な借入先�

５００�
２８０�

５１０�
２０３�

４.９３�
１．９６�

氏 　　名�
松　風　嘉　定�
澤　田　正　昭�
太　田　勝　也�
橋　本　　　孝�
脇　野　喜　和�
梶　　　浩　行�
白 波 瀬 文 雄�
関　　　敏　明�
西　野　賢　貴�
坂　本　壽　秀�
西　田　喜　直�
根　來　紀　行�
河　合　正　勝�
信　本　　　暹�
西　田　憲　司�
三　宅　　　徹�



－９－�

（注）本営業報告書中の記載金額及び株式数については、表示単位未満の端数を切り捨て
て表示しております。�

Ⅲ .　決算期後に生じた会社の状況に関する重要な事実�
　記載すべき事項はありません。�



－１０－�

流 動 資 産�
現 金 及 び 預 金 �
受 取 手 形 �
売 掛 金 �
有 価 証 券 �
商 品 �
製 品 �
原 材 料  �
仕 掛 品  �
貯 蔵 品 �
前 渡 金  �
前 払 費 用 �
繰 延 税 金 資 産  �
そ の 他 の 流 動 資 産 �
流 動 資 産 計  �
貸 倒 引 当 金 �
差 引 流 動 資 産 合 計 �

固 定 資 産�
有 形 固 定 資 産�
建 物 �
構 築 物 �
機 械 ・ 装 置  �
車 両 ・ 運 搬 具 �
工 具 ・ 器 具 備 品  �
土 地 �
建 設 仮 勘 定 �
有 形 固 定 資 産 合 計 �

無 形 固 定 資 産�
営 業 権 �
ソ フ ト ウ ェ ア �
電 話 加 入 権 �
無 形 固 定 資 産 合 計 �
投資その他の資産�
投 資 有 価 証 券 �
関 係 会 社 株 式 �
出 資 金 �
長 期 貸 付 金 �
従 業 員 長 期 貸 付 金 �
関係会社長期貸付金�
破 産 債 権 �
長 期 前 払 費 用 �
繰 延 税 金 資 産 �
差 入 保 証 金 �
役 員 退 職 年 金 掛 金 �
長 期 性 預 金 �
そ の 他 の 投 資 �
投資その他の資産計�
貸 倒 引 当 金 �
差引投資その他の資産合計�
固 定 資 産 合 計 �

流 動 負 債�
支 払 手 形 �
買 掛 金 �
短 期 借 入 金 �
未 払 金 �
未 払 費 用 �
未 払 法 人 税 等 �
未 払 消 費 税 等 �
前 受 金 �
預 り 金 �
前 受 収 益 �
設備建設関係支払手形�
そ の 他 の 流 動 負 債 �
流 動 負 債 合 計 �
�

�
�
固 定 負 債 �
退 職 給 付 引 当 金 �
役員退職慰労引当金�
預 り 保 証 金 �
そ の 他 の 固 定 負 債 �
固 定 負 債 合 計 �

資 本 金�
資 本 剰 余 金�
資 本 準 備 金 �
そ の 他 資 本 剰 余 金 �
自己株式処分差益�
その他資本剰余金合計�
資 本 剰 余 金 合 計 �

利 益 剰 余 金 �
利 益 準 備 金 �
任 意 積 立 金 �
配 当 準 備 金 �
固定資産圧縮積立金�
特 別 償 却 積 立 金 �
別 途 積 立 金 �
任 意 積 立 金 計 �
当 期 未 処 分 利 益 �
利 益 剰 余 金 合 計 �

�
その他有価証券評価差額金�

�
自 己 株 式 �

（単位：千円）�
貸　借　対　照　表�
（平成１６年３月３１日現在）�

科　　目� 金　　額� 科　　目� 金　　額�

資 産 合 計�
資 本 合 計�

負 債 ・ 資 本 合 計�

�
�

４，３８８，４２５�
１，０７２，４８７�
１，６７１，８８２�
１００，００２�
１，０７７，４１５�
４０５，８０９�
９４，０５１�
５５８，７３９�
２７３，８８５�
７，３６２�
６６，５６１�
３５６，３６４�
２０１，８３９�

１０，２７４，８２７�
△２１６，３００�
１０，０５８，５２７�

�
�

１，８２６，４７２�
１５２，８８０�
３３２，８７１�
１，９１８�

２１１，８８３�
１８０，９１７�
７８，８８３�

２，７８５，８２６�
�

１，０８２�
１０８，７９５�
６，２１４�

１１６，０９２�
�

４，６０６，０９８�
１，０８３，８４０�
１７５，５５２�
１８，４６１�
７１２�

２８６，６８７�
５，３０３�
５，９２９�

４２３，５０４�
１８５，９５３�
２３７，９６４�
３００，０００�
８，４１１�

７，３３８，４１９�
△３４，１８３�
７，３０４，２３５�
１０，２０６，１５４�

�
�

１８７，８３４�
４１２，６６５�
１，０５０，０００�
２１９，６７９�
６４２，３９７�
３５２，０００�
４３，１６０�
１，２７３�
１９，７５９�
３９，９５９�
１５，２８５�

２８�
２，９８４，０４３�

�
�
�
�

４４０，７１１�
６４３，１５０�
３７４，５６０�
７４，９７０�

１，５３３，３９１�

４，４７４，６４６�
�

４，５７６，７０３�
�

２６８�
２６８�

４，５７６，９７２�
�

１，１１８，６６１�
�

２６０，０００�
１５，３４０�
４，０３９�

７４０，０００�
１，０１９，３８０�
４，１３３，９８６�
６，２７２，０２８�

�
５５２，８７７�

�
△１２９，２７８�

負 債 合 計�

１５，７４７，２４６�

２０，２６４，６８１�２０，２６４，６８１�

４，５１７，４３５�

（ 資 本 の 部 ）�

（ 負 債 の 部 ）�（ 資 産 の 部 ）�
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�

（単位：千円）�

売 上 高�

�

売 上 原 価�

売 上 総 利 益 �
�

販売費及び一般管理費�

営 業 利 益 �

�

営 業 外 収 益�

受 取 利 息 �
有 価 証 券 利 息 �
受 取 配 当 金 �
会 費 収 入 �
受 取 賃 借 料 �
保 険 収 入 �
雑 収 入 �
�

営 業 外 費 用�
支 払 利 息 �
売 上 割 引 �
当 社 主 催 会 費 用 �
賃 貸 資 産 関 連 費 用 �
為 替 差 損 �
雑 損 失 �
経 常 利 益 �

�

特 別 利 益�
貸 倒 引 当 金 戻 入 益 �
投 資 有 価 証 券 売 却 益 �
役員退職慰労引当金戻入益�
税 引 前 当 期 純 利 益 �
法人税、住民税及び事業税�
法 人 税 等 調 整 額 �
当 期 純 利 益 �

前 期 繰 越 利 益 �
中 間 配 当 額 �
当 期 未 処 分 利 益 �

損　益　計　算　書�
（平成１５年４月１日から平成１６年３月３１日まで）�

科　　　　　目� 金　　　　　額�

�
�
�
�
�
�
�
�
�

１０，１７２�
１１，７８４�
７８，６０６�
６８，３５６�
５０，８３３�
１５，５４５�
５６，５６０�

�
�

２０，４１８�
１０２，５７８�
１２２，０１０�
５８，８０５�
１５，０７５�
１２，９６６�

�
�
�

３１，３４１�
５，３３１�
４８８�
�

４６５，３６５�
△２０４，７６５�

１２，６６４，２９６�

�

６，８７２，６９８�

５，７９１，５９８�

�

５，０８２，２４５�

７０９，３５３�

�

�

�

�

�

�

�

�

２９１，８５８�

�
�
�
�
�
�
�

３３１，８５４�

６６９，３５７�

�

�

�

�

３７，１６１�

７０６，５１８�

�

２６０，６００�

４４５，９１８�

３，７７２，６１０�
８４，５４２�

４，１３３，９８６�
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重要な会計方針�

�
１．有価証券の評価基準及び評価方法�
　　満期保有目的の債券…………………償却原価法（定額法）�
　　子会社株式及び関連会社株式………移動平均法による原価法�
　　その他有価証券�

時価のあるもの…………………期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部
資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ
り算定しております。）�

時価のないもの…………………移動平均法による原価法�
�
２．棚卸資産の評価基準及び評価方法�

商　　　品�
製　　　品�
原　材　料　　先入先出法による原価法�
仕　掛　品�
貯　蔵　品�

�
３．固定資産の減価償却の方法�
　　有形固定資産………定率法�
　　無形固定資産………定額法�

但し、ソフトウェア（自社利用）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく
定額法�

�
４．引当金の計上基準�
　　貸倒引当金�
　売上債権、貸付金等の債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計
上しております。�
　　退職給付引当金�
　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ
き、当期末において発生していると認められる額を計上しております。�
　会計基準変更時差異（１，７９６，４０２千円）については、７年による按分額を費用処理しており
ます。�
　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数（１０年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理する
こととしております。�



－１３－�

　　　役員退職慰労引当金�
　役員の退職慰労金の支出に備えるため、規程に基づく期末要支給額全額を引当計上してお
ります。�

�
５．リース取引の処理方法�
　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に
ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。�
�
６．消費税等の会計処理�
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。�
�

７．その他の重要な会計方針�
　当期より、改正後の「商法施行規則」（平成１５年９月２２日法務省令第６８号）を適用しており
ます。なお、「商法施行規則」第１９７条第１項の規定を適用し、貸借対照表、損益計算書の用語
及び様式の一部について、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和３８年大
蔵省令第５９号）に基づいて作成しております。�
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（貸借対照表注記）�

１．有形固定資産の減価償却累計額　　　６，０１９，４４８千円�
２．関係会社に対する金銭債権・債務�

短期金銭債権　　　　　２２８，７４７千円�
短期金銭債務　　　　　１４９，６４８千円�

３．貸借対照表に計上した固定資産のほか、電子計算機及び周辺機器並びに営業用車両等につき
ましては、リース契約により使用しております。�
４．役員退職慰労引当金は、商法施行規則第４３条に規定する引当金に該当いたします。�
５．商法施行規則第１２４条第３号に規定する純資産額は５５２，８７７千円であります。�
�
（損益計算書注記）�

１．関係会社との取引高�
売　　　 上　　　 高　　　　９３７，８６１千円�
仕　　　 入　　　 高　　　１，７２９，０９８千円�
営業取引以外の取引高　　　　２２５，００１千円�

�
２．販売費及び一般管理費に含まれている研究開発費は９８９，６０８千円であります。�
�
３．１株当たり当期純利益　　　　　　　　３８円７６銭�
�
追加情報�

　当社は平成１６年２月１８日開催の取締役会において、株式分割による新株式の発行を行う旨の決
議をしております。�
１．株式分割の概要�
平成１６年５月２０日付をもって普通株式１株を１．５株に分割する。�
　分割により増加する株式数�
普通株式　　　　　　　　５，３７１千株�
　分割方法�
平成１６年３月３１日最終の株式名簿及び実質株主名簿に記載または記録された株主の所有株
式数を、１株につき１．５株の割合をもって分割する。ただし、分割の結果生ずる１株未満
の端数株式は、これを一括売却または買受けし、その処分代金を端数の生じた株主に対し、
その端数に応じて分配する。�

２．配当起算日　平成１６年４月１日�
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当 期 未 処 分 利 益�

�
任 意 積 立 金 取 崩 額�

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 �
特 別 償 却 準 備 金 �

�
合 計 �

�
�
これを次のとおり処分いたします。�
利 益 処 分 額�

�
株 主 配 当 金 �
（普通配当１株につき１０円）�
役 員 賞 与 金 �
（うち監査役賞与金２，５００，０００円）�

�
�
次 期 繰 越 利 益�

利　益　処　分　案�

（注）　平成１５年９月３０日現在の株主に対し平成１５年１２月９日に８４，５４２，１７６円（１株につ
き８円）の中間配当を実施いたしました。�

４，１３３，９８６，６１５円�

�

２，１９７，７６７円�
�

�

�

４，１３６，１８４，３８２円�

�

�

�

１４１，８９５，２７０円�

�

�

�

３６，２６５，０００円�

�

�

�

３，９９４，２８９，１１２円�

�
�
�

８６５，７１５円�
１，３３２，０５２円�

�
�
�
�
�
�
�

１０５，６３０，２７０円�



－１６－�

会計監査人の監査報告書謄本�

独立監査人の監査報告書�

　当監査法人は、「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第２条第１項の規定に基づき、
株式会社松風の平成１５年４月１日から平成１６年３月３１日までの第１３２期営業年度の計算書類、すなわち、
貸借対照表、損益計算書、営業報告書（会計に関する部分に限る。）及び利益処分案並びに附属明細書（会計
に関する部分に限る。）について監査を行った。なお、営業報告書及び附属明細書について監査の対象とした
会計に関する部分は、営業報告書及び附属明細書に記載されている事項のうち会計帳簿の記録に基づく記
載部分である。この計算書類及び附属明細書の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場
から計算書類及び附属明細書に対する意見を表明することにある。�
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準は、当監査法人に計算書類及び附属明細書に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得る
ことを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経
営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及び附属明細書の表示を検討することを含
んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。なお、この
監査は、当監査法人が必要と認めて実施した子会社に対する監査手続を含んでいる。�
　監査の結果、当監査法人の意見は次のとおりである。�
　　貸借対照表及び損益計算書は、法令及び定款に従い会社の財産及び損益の状況を正しく示しているもの
と認める。�

　　営業報告書（会計に関する部分に限る。）は、法令及び定款に従い会社の状況を正しく示しているものと認
める。�

　　利益処分案は、法令及び定款に適合しているものと認める。�
　　附属明細書（会計に関する部分に限る。）について、商法の規定により指摘すべき事項はない。�
　会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。�

以　上�

平成１６年５月１２日�

株 式 会 社 松 　 風�
　取締役会　御中�

新日本監査法人�
代表社員�
関与社員�
�
代表社員�
関与社員�

公認会計士　神本　満男�

公認会計士　市田　　龍�



－１７－�

監査役会の監査報告書謄本�

以　上�

監査報告書�
�
　当監査役会は、平成１５年４月１日から平成１６年３月３１日までの第１３２期営業年度におけ
る取締役の職務執行に関して各監査役から監査の方法及び結果の報告を受け、協議の上、本報
告書を作成し、以下の通り報告します。�
１．監査の方法の概要�
　各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、業務の分担等に従い、取締役会その他の重要
な会議に出席するほか、取締役等から営業の報告を聴取し、重要な決裁書類等を閲覧し、本
社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査し、必要に応じて子会社から営業の
報告を求めました。また、会計監査人から報告及び説明を受け、計算書類及び附属明細書に
つき検討を加えました。�
　取締役の競業取引、取締役と会社間の利益相反取引、会社が行った無償の利益供与、子会
社又は株主との通例的でない取引並びに自己株式の取得及び処分等に関しては、上記の監査
の方法のほか、必要に応じて取締役等から報告を求め、当該取引の状況を詳細に調査いたし
ました。�

２．監査の結果�
　　会計監査人 新日本監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。�
　　営業報告書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。�
　　利益処分に関する議案は、会社財産の状況その他の事情に照らし指摘すべき事項は認め
られません。�

　　附属明細書は記載すべき事項を正しく示しており、指摘すべき事項は認められません。�
　　取締役の職務遂行に関しては、子会社に関する職務も含め、不正の行為または法令もし
くは定款に違反する重大な事実は認められません。�

　なお、取締役の競業取引、取締役と会社間の利益相反取引、会社が行った無償の利益供
与、子会社又は株主との通例的でない取引並びに自己株式の取得及び処分等についても取
締役の義務違反は認められません。�
平成１６年５月１３日�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

（注）監査役信本 暹及び監査役西田 憲司は、株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律第１８条�
　　 第１項に定める社外監査役であります。�

河合　正勝�

信本　　暹�

西田　憲司�

三宅　　徹�

株式会社　松風　監査役会�

常勤監査役�

監 査 役�

監 査 役�

監 査 役�



－１８－�

議決権の行使についての参考書類�
�
１．総株主の議決権の数　　　　１０，３５４個�
�
２．議案及び参考事項�
�
第１号議案　第１３２期利益処分案承認の件�
　利益処分につきましては、経営基盤の拡充・強化を図る一方、安定した配当の維持に
努めたく、その内容は添付書類１５頁に記載のとおりといたしたく存じます。当期の株主
配当金は、１株につき１０円とさせていただきたく存じます。�
　これにより、中間配当金を加えた通期の株主配当金は、１株につき１８円となります。�

�
第２号議案　定款一部変更の件�
１．変更の理由�

①今後の新株式発行等資本調達に備えるため、現行定款第５条（会社が発行する株式
の総数）を変更しようとするものであります。�

②「商法及び株式会社の監査等に関する法律の一部を改正する法律」（平成１５年法律第
１３２号）が平成１５年９月２５日に施行され、定款の定めにより取締役会の決議をもっ
て自己株式の取得が認められたことから、機動的な資本政策の遂行を可能とするた
め、変更案第６条（自己株式の取得）を新設するものであります。�

③経営の規模に応じた取締役の員数とするため、現行定款第１９条（員数）について、
所要の変更を行うものであります。また、取締役の任期が１年であることから、現
行定款第２１条（任期）第２項及び第３項は不要となるため、削除するものであります。�

④条文の新設に伴い、条数を繰り下げるものであります。�
２．変更の内容�

変更の内容は、次のとおりであります。�

現　行　定　款� 変　　更　　案�

（会社が発行する株式の総数）�
第５条　当会社が発行する株式の総数は
２，２００万株とする。�

�
�

（新　設）�

（会社が発行する株式の総数）�
第５条　当会社が発行する株式の総数は
６，４００万株とする。�
�
（自己株式の取得）�
第６条　当会社は、商法第２１１条ノ３第１項第
２号の規定により、取締役会の決議をもっ
て自己株式を買い受けることができる。�

（下線は変更部分であります）�



－１９－�

第３号議案　取締役１２名選任の件�
　取締役澤田正昭、太田勝也、橋本　孝、脇野喜和、梶　浩行、白波瀬文雄、関　敏明、
西野賢貴、坂本壽秀、西田喜直、根來紀行の１１氏は、本総会終結の時をもって任期満了と
なります。つきましては、経営陣の強化を図るため、１名増員し、１２名の取締役の選任
をお願いいたしたいと存じます。�
　取締役候補者は次のとおりであります。�

氏　　名�
（生年月日）� 略　　　歴〔他の会社の代表状況〕� 所有する当社�

の株式の数�

４３，８００株�

昭和５９年４月　株式会社京都銀行融資部長�
昭和６０年５月　当社入社　財務部長�
昭和６０年６月　取締役財務部長�
昭和６１年４月　常務取締役財務部長�
昭和６２年４月　専務取締役財務部長兼人事部長�
昭和６３年８月　専務取締役人事・総務・財務担当�
平成５年６月　取締役副社長�
平成７年６月　取締役社長�
平成１２年７月　取締役会長　現在に至る�

候補者�
番　号�

澤田　正昭�
（昭和５年６月１７日生）�

１�

第６条�
　　　　　　（条文省略）�
第１８条�
�
（員　数）�
第１９条　当会社の取締役は１５名以内とする。�
�
第２０条　　　　（条文省略）�
�
（任　期）�
第２１条　取締役の任期は、就任後１年内の最
終の決算期に関する定時株主総会終結の時
までとする。�
２．補欠として選任された取締役の任期
は、退任した取締役の任期の満了す
る時までとする。�

３．増員のため選任された取締役の任期
は、他の現任取締役の任期の満了す
る時までとする。�

�
第２２条�
　　　　　　（条文省略）�
第３８条�

第７条�
　　　　　　（現行どおり）�
第１９条�
�
（員　数）�
第２０条　当会社の取締役は１３名以内とする。�
�
第２１条　　　　（現行どおり）�
�
（任　期）�
第２２条　　　　（現行どおり）�
�
�
�
�
　　　　　　　（削　除）�
�
�
�
�
第２３条�
　　　　　　（現行どおり）�
第３９条�

現　行　定　款� 変　　更　　案�



－２０－�

氏　　名�
（生年月日）� 略　　　歴〔他の会社の代表状況〕� 所有する当社�

の株式の数�

１８，４８０株�

３３，０００株�

平成元年６月　取締役財務部長�
平成８年７月　常務取締役財務部長兼総務・人事担当�
平成９年４月　常務取締役管理本部長兼財務部長�
平成１１年３月　常務取締役管理本部長�
平成１２年７月　取締役社長　現在に至る�

平成７年１０月　株式会社京都銀行　九条支店長�
平成９年４月　当社入社　営業部長�
平成９年６月　取締役営業部長�
平成１０年７月　常務取締役営業本部長兼営業部長�
平成１２年７月　専務取締役営業本部長兼営業部長�
平成１５年４月　専務取締役営業本部長�

兼マーケティング部長　現在に至る�

平成元年６月　取締役営業部次長（貿易担当）�
平成元年７月　取締役営業部国際業務担当部長�
平成９年４月　取締役国際業務部長�
平成１１年７月　常務取締役国際本部長兼国際部長�

現在に至る�
〔ショウフウ・デンタル・コーポレーション代表取締役会長〕�
〔ショウフウ・デンタル・ゲーエムベーハー代表取締役〕�
〔アドバンスド・ヘルスケア・リミテッド代表取締役社長〕�
〔ショウフウ・デンタル・プロダクツ・リミテッド代表取締役〕�

平成５年６月　取締役技術部長�
平成１０年４月　取締役生産部長�
平成１２年７月　常務取締役開発・技術・生産本部長�

兼生産部長�
平成１５年４月　常務取締役開発・技術・生産本部長�

現在に至る�

平成４年８月　株式会社京都銀行　広報部長�
平成１１年３月　当社入社　財務部長�
平成１１年６月　取締役財務部長�
平成１２年７月　常務取締役管理本部長兼財務部長�
平成１４年４月　常務取締役管理本部長兼財務部長�

兼人事部長�
平成１５年４月　常務取締役管理本部長�

現在に至る�

候補者�
番　号�

白波瀬文雄�
（昭和１９年５月２４日生）�

梶　　浩行�
（昭和１７年１２月１９日生）�

５�

６�

４０，６５７株�

４１，５００株�

太田　勝也�
（昭和１９年１１月３０日生）�

橋本　　孝�
（昭和１８年８月２１日生）�

２�

３�

４� ２７，９４６株�脇野　喜和�
（昭和２１年６月１６日生）�



－２１－�

氏　　名�
（生年月日）� 略　　　歴〔他の会社の代表状況〕� 所有する当社�

の株式の数�

３，０００株�

４，０００株�

平成５年６月　取締役生産部長�
平成１０年４月　取締役技術部長�
平成１５年４月　取締役技術部長兼特別プロジェクト担当�

現在に至る�
〔株式会社プロメック代表取締役社長〕�

平成３年７月　東レ株式会社研究開発部�
ＣＲ企画室主幹�

平成４年１０月　当社入社　研究開発担当常務付�
平成５年５月　研究開発部長�
平成６年６月　取締役研究開発部長　�
平成１５年４月　取締役研究開発部担当部長�

（企画管理） 現在に至る�

平成９年４月　生産技術室長兼滋賀松風担当室長�
平成１３年４月　生産部担当部長兼生産技術室長兼�

滋賀松風担当室長�
平成１４年４月　生産部担当部長兼生産技術室長�
平成１５年４月　生産部長兼生産技術室長�
平成１５年６月　取締役生産部長兼生産技術室長�

現在に至る�
〔株式会社滋賀松風代表取締役社長〕�

平成１１年４月　福岡営業所長�
平成１４年４月　営業部次長兼営業管理課長�
平成１５年４月　営業部長兼営業管理課長�
平成１５年６月　取締役営業部長兼営業管理課長�
平成１６年４月　取締役営業部長　現在に至る�

平成８年４月　研究開発部第二研究室主任研究員�
平成１２年１０月　研究開発部第二研究室長�
平成１４年４月　研究開発部次長�
平成１５年４月　研究開発部長兼第一研究室長�
平成１５年６月　取締役研究開発部長�

兼第一研究室長　現在に至る�

昭和４９年３月　当社入社�
平成６年４月　原価計算課長�
平成９年４月　財務課長�
平成１４年４月　財務部次長兼財務課長�
平成１５年４月　財務部長　現在に至る�

候補者�
番　号�

１０�

１１�

西田　喜直�
（昭和２５年１１月２４日生）�

根來　紀行�
（昭和３１年３月９日生）�

１８，８３２株�

１３，５００株�

６，０００株�

関　　敏明�
（昭和２１年１０月１２日生）�

西野　賢貴�
（昭和１６年１０月１１日生）�

８�

９�

７�

坂本　壽秀�
（昭和１９年４月２９日生）�

２，０００株�１２� 松村　光常�
（昭和２４年１２月１６日生）�

（注）各候補者と当社の間には特別の利害関係はありません。�



－２２－�

氏　　名�
（生年月日）� 略　　　歴〔他の会社の代表状況〕� 所有する当社�

の株式の数�

１，５００株�

－�

昭和４７年７月　監査法人中央会計事務所�
（現中央青山監査法人）入所�

昭和５０年１２月　公認会計士登録　現在に至る�
昭和５７年５月　監査法人中央会計事務所退所�
昭和５７年５月　西田憲司公認会計士事務所開設�

現在に至る�
平成１３年６月　監査役　現在に至る�

�
平成３年４月　弁護士登録　現在に至る�

候補者�
番　号�

１�

２�

西田　憲司�
（昭和２２年５月５日生）�

酒見　康史�
（昭和３３年１２月２４日生）�

第４号議案　監査役２名選任の件�
　監査役信本　暹、西田憲司、三宅　徹の３氏は、本総会終結の時をもって任期満了とな
りますので、監査役２名の選任をお願いいたしたいと存じます。�
　監査役候補者は次のとおりであります。�
　なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。�

（注）１．西田憲司、酒見康史の両氏は、いずれも「株式会社の監査等に関する商法の特例
に関する法律」第１８条第１項に定める社外監査役の候補者であります。�

２．各候補者と当社の間には特別の利害関係はありません。�



－２３－�

第５号議案　故取締役松風嘉定氏に対し弔慰金及び退職慰労金並びに退任監査役に対する
退職慰労金贈呈の件�

　平成１６年４月１日に逝去されました故取締役松風嘉定氏に対し弔慰金及び退職慰労金並
びに本総会終結の時をもって監査役を退任される信本　暹、三宅　徹の両氏に対し、その
在任中の功労に報いるため、当社所定の基準に従い、相当額の範囲内で退職慰労金を贈呈
いたしたいと存じます。�
　なお、その具体的金額、贈呈の時期、方法などにつきましては、取締役については取締
役会に、監査役については監査役の協議によることにご一任願いたいと存じます。�
　故取締役松風嘉定氏及び退任監査役の略歴は次のとおりであります。�

略　　　　　歴�氏　　名�

松風　嘉定�

信本　　暹�

三宅　　徹�

昭和４４年１１月　常務取締役�
昭和４８年１１月　取締役会長�
昭和５８年６月　取締役社長（代表取締役）�
昭和６１年４月　取締役会長兼任�
昭和６３年８月　取締役会長（代表取締役）�
平成１１年６月　取締役会長�
平成１２年７月　取締役名誉会長�
平成１６年４月　死去�

平成元年６月　常勤監査役�
平成１５年６月　監査役　現在に至る�

平成１３年６月　監査役　現在に至る�

以上�
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当社までの最寄りの交通機関�
・京阪電車をご利用の場合�

鳥羽街道駅下車　疏水沿いを北へ
徒歩7分�

・JR奈良線をご利用の場合�

東福寺駅下車　疏水沿いを南へ徒
歩約10分�

・京都駅より�

タクシーで約10分�
京都市バス　南5系統　月輪下車�

・竹田駅（近鉄・地下鉄）より�

京都市バス　南5系統　月輪下車�

鴨川東岸線工事につき当社への進入口が変更されていますので、ご注意ください。�


